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装備品等及び役務の調達に係る指名停止の期間設定に係る基本的

事項について（通知） 

 

標記について、装備品等及び役務の調達に係る指名停止等の要領の運用に係

る基本的事項について（装管調第８８号。２７．１０．１）別紙第１５の規定に

基づき、別紙のとおり定めたので通知する。 
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別 紙 

 

装備品等及び役務の調達に係る指名停止の期間設定に係る基本的事項について 

 

（趣旨） 

第１ この基本的事項は、装備品等及び役務の調達に係る指名停止等の要領の運

用に係る基本的事項について（装管調第８８号。２７．１０．１）第３及び第

４に基づく協議の際の統一的な処理を行うことを目的として、装備品等及び役

務の調達に係る指名停止等の要領について（防経装第１０６２２号。２５．８．

１）（以下「通達」という。）の別表（以下「別表」という。）各項（第１２

項及び第１３項を除く。）（以下「別表各項」という。）の措置要件の期間の

範囲を適用する際に必要な事項を定めるものである。 

 

（用語の意義） 

第２ この基本的事項における用語の意義は、通達に定めるもののほか、各項で

定めるところによる。 

 

（指名停止の期間設定）（通達第８関係） 

第３ 通達第５及び第６の規定による指名停止の期間は、当該指名停止の対象で

ある関係事業者が該当することとなった別表各項の措置要件の区分に応じ、同

表期間の範囲の欄に定める範囲内において、当該措置要件に該当する事実につ

いての不正又は違反の程度を考慮し、次により算出された期間を指名停止期間

として適用するものとする。 

⑴ 指名停止期間は、第２号及び第３号で規定する基準月及び加算月の合計か

ら算出された月数とする。なお、防衛省から疑義の指摘又は照会を受ける前

に指名停止に該当する措置要件について、自発的に申告してきた場合には、

通達第８第４項の「情状を酌量すべき特別の事由」に該当するものとして、

算出された指名停止期間を２で除して得た月数を当該指名停止期間から減算

することとする。ただし、加算要件に第３号オに規定する事項が含まれてい

る場合には、当該減算の月数を短縮するものとする。 

⑵ 基準月は、別表各項の期間の範囲に規定される最も短期の月数又は通達第

８から算定された月数の短期のいずれかの月数とする。 

⑶ 加算月は、以下のアからオの加算要件について、別表の措置要件（別表第

５項、第６項、第１２項及び第１３項を除く。）に該当する事実についての

不正又は違反の程度を考慮し、必要に応じて加算要件の月数を合算した合計

の月数とする。 



ア 関係事業者が指名停止に該当する措置要件を行ってきた期間の長短に応

じて、０か月から４か月の範囲で加算する。 

イ 関係事業者が指名停止に該当する措置要件に対する損害賠償等の被害額

の大小に応じて、０か月から２か月の範囲で加算する。 

ウ 関係事業者が指名停止に該当する措置要件を要因とする人的被害の状況

に応じて、０か月から２か月の範囲で加算する。 

エ 安全保障上若しくは部隊運用上に与える影響に応じて、０か月から２か

月を加算する。 

オ 過去に過大請求事案による指名停止措置を受け、その終了から１年以内

に過大請求以外の事案が発覚した場合には、２か月を加算する。 

⑷ 別表第５項及び第６項に該当する場合の加算要件については、以下のカか

らケの加算要件について、別表の措置要件に該当する事実についての不正又

は違反の程度を考慮し、必要に応じて加算要件の月数を合算した合計の月数

とする。 

カ 関係事業者が指名停止に該当する措置要件を行ってきた期間の長短に応

じて、０か月から６か月の範囲で加算する。 

キ 関係事業者が指名停止に該当する措置要件に対する損害賠償等の被害額

の大小に応じて、０か月から６か月の範囲で加算する。 

ク 関係事業者が指名停止に該当する措置要件を要因とする人的被害の状況

に応じて、０か月から６か月の範囲で加算する。 

ケ 安全保障上若しくは部隊運用上に与える影響に応じて、０か月から６か

月を加算する。 

コ 過去に過大請求事案による指名停止措置を受け、その終了から１年以内

に過大請求以外の事案が発覚した場合には、６か月を加算する。 

 ⑸ 指名停止の対象者である関係事業者について、例えば収賄や独占禁止法違

反等を繰り返す、監督官等からの改善指導があったにも関わらず対応を怠り、

結果として重大な事故等を生起させたなど、極めて悪質な事由等があると認

められる場合は、第３号の規定により合算した月数に２を乗じて得たものを

加算月の月数とすることができる。 

２ 前項の規定に基づき算出された指名停止の月数が、別表各項の期間の範囲に

規定された最も長期の月数を超過した場合には、当該期間の範囲に規定されて

いる最も長期の月数を適用する。 

 

（その他） 

第４ この通知に定めるもののほか、この通知の運用に当たり疑義が生じた場合

には、防衛装備庁調達管理部調達企画課長と協議するものとする。 


